
政策Ⅳ－２　次世代を担う人づくり

                                                                                               

学校教育の充実

目標値(平成１９年度）

① 学校生活に満足して
　 いる児童生徒の割合
② 教育課程状況調査平
    均正答・準正答率
③ いじめ、暴力行為の
    発生件数
④ 不登校児童生徒の
　 割合（年間３０日以上）
 

　① ７２．６ %
　
　②
　　　　 ６５．１%
 
　③ ６．０８ 件
 
　④ １．５５ ％

現状値(平成15年度）

①現状値は「平成１４年度県教委調査」において「満足してる」「まあ満足してる」と回答した小・中・高の児童

　生徒の割合です。「やや不満である」「不満である」と答えた児童生徒の満足度が高まることをめざします。

②小・中学生を抽出し実施した学力テストの結果です。わかる授業に努め正答･準正答率の向上をめざします。

③非常勤講師の加配等生徒指導体制の充実などにより、平成１４年度の全国平均値（4.1件）を下回ることをめざ

   します。件数は、小・中・高の児童生徒千人当たりの発生件数です。

④教職員の指導力向上、教育支援センター等との連携促進などにより近年で値の低い平成１０年度の割合をめざし

　ます。

　     児童生徒が、心身の健康と、確かな学力を身に付け、夢の実現に向かって
　　努力するとともに、社会に積極的に関わっていけるようにします｡

施    策
（Ⅳ－２－１）

○平成１４年度県教委調査によると、平日の家庭学習時間について「ほとんどしない」と回答し

   た児童生徒の割合が小学校１割、中学校３割、高等学校４割となっています。わかる授業を通

   じて学習意欲を高め、家庭と連携した学習習慣づくりを進め、確かな学力の定着に努める必要

   があります。

○若者の職業観・勤労観が問題になっています。自分の将来の夢や進路に向かって努力すること

　ができない子どもたちが増加する傾向が見られ、職場体験などを通じた勤労観の育成などを含

　む進路指導の充実が求められます。

○体力・健康面では、日常生活における運動の機会の減少などによる体力・運動能力の低下、生

　活習慣病の若年化などの課題があることから、運動の習慣化、食の指導を含めた健康教育の充

　実などを進めていく必要があります。

目　的

成果指標と目標値

現状と課題

８１．０％

１．１９％

４．００件

小学生７０．０％

中学生６５．０％
小学生６８．８％

中学生６２．１％



政策Ⅳ－２　次世代を担う人づくり

　

　〔担当課〕高校教育課

　　　　　　義務教育課

　　　　　　保健体育課

 

概　　　　要事　業　名

○また、生活面では、少子化などにより地域での子ども同士での遊びや、地域の人々との活動が

　少なくなるなど、社会性を育む機会が減少する傾向にあります。地域との関わりのなかで、子

　どもたちの社会性を高める活動が求められています。

○いじめの発生件数は年々減少傾向にあるとはいえ依然として憂慮すべき状態で、人権を尊重し､

　他者とより良い関係を築く指導を行う必要があります。

○小中学校において、不登校を理由に３０日以上欠席した児童生徒の割合は、年々増加しており

　教育相談体制の整備などを一層進めていく必要があります。

○教職員については、平成１４年度より始まった「総合的な学習の時間」の創設などを内容とす

　る新たな学習指導要領への対応、多様化する生徒指導への対応など一層の資質の向上が求めら

　れています。

○児童生徒の安全性の確保と社会の変化に対応した教育内容の充実を図るため、老朽化した県立

　学校の校舎等の改修や情報化等に対応した施設整備を進めていく必要があります。

〔体力・運動能力の向上〕

○教科体育や運動部活動により、児童生徒の運動に親しむ資質や能

　力を育て、健康の保持増進や体力の向上を図ります。

○研修会等の実施により体育教員や運動部活動指導者の指導力の向

　上を図ります。

　◇学校体育指導力向上事業

〔心の教育の推進〕

○児童生徒の豊かな人間性を育むため、教職員の指導力の向上を図

　り、地域の人材や保護者の参加・協力を得などにより道徳教育を

　推進します。

　◇道徳教育推進事業

〔各種関係団体との連携強化と相談体制の充実〕

○児童生徒の不安や悩みなどの軽減が図られるよう、スクールカウ

　ンセラーの配置を行うなど学校の指導体制と教育相談体制の充実

　を図ります。

　◇悩みの相談事業

○教職員の教育相談に係る資質の向上を図るため、カウンセリング

　方法研修等を充実し児童生徒への支援体制の強化に努めます。

　◇カウンセリング方法充実事業

○児童生徒の問題行動や、その未然防止に当たっては、学校、家庭､

　地域、関係機関が一体となったサポートチーム支援システムづく

　りを行います。

　◇生徒指導体制充実強化事業

◇心身の健康を大切にした教育
　推進事業

〔健康教育の推進〕

○児童生徒が生涯を通じて健康で安全な生活を送るため、学校教育

　活動全体を通じて保健教育、安全教育を推進します。併せて健康

　診断により児童生徒の病気の早期発見、早期治療に努めます。

　◇健康教育推進事業　　◇児童生徒の健康管理実施事業

○「食の学習ノート」の活用、学校栄養職員等とのチームティーチ

　ングなどにより食に関する指導を行います。また、研修会等の実

   施により教員や学校給食関係者の専門的知識や資質を向上し、食

   に起因する健康課題等への指導力を高めます。

　◇学校給食指導事業

◇主な事務事業

目的を達成するための主な基本事務事業

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　◎　　 －　　－　　○
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　〔担当課〕高校教育課

　　　　　　義務教育課

　　　　　　教育施設課

〔文化活動の推進〕

○多様で適切な文化活動が実施できるよう、高校文化活動、小中学

   校文化活動の育成を行うほか、Ｈ１９年本県開催予定の全国高等

   学校総合文化祭準備体制の強化を図ります。

   ◇高校文化活動の育成強化事業

　◇全国高等学校総合文化祭開催準備体制強化事業

◇夢を描き、その実現に向
　かっていく教育推進事業

◇創造性や個性の基礎となる
　感性を育む教育の推進事業

　　　〔担当課〕高校教育課

◇地域社会に主体的に参画して
　いく力を育む教育推進事業

　　　　　　　　義務教育課

〔一人ひとりに確かな学力を育成する取組〕

○児童生徒一人ひとりに､基礎・基本を着実に身に付けさせるため、

   より効果的な指導方法の工夫・改善を行うなど学力向上への取り

　組みを充実します。

　◇学力向上対策事業　　　　　　　◇学習指導充実事業

○学校教育の導入段階で集団生活への適応や学びの基礎を身に付け

   させるため、小学校１．２年生の３１人以上の学級を有する学校

   において、３０人学級編制と非常勤講師配置のいずれかを選択実

　施します。

　◇小学校スクールサポート事業

〔魅力ある学校づくりの推進〕

○開発指定校による中高一貫校の取り組みや校種間の連携を図り、

　一貫した学習指導の推進など継続的な指導に努めます。

　◇中高一貫教育改善充実事業

○社会の変化・要請に対応した教育を推進するため、生徒の学習ニ

　ーズに応じた学科や、幅広い教科・科目の開設が可能となるよう

　県立学校の再編成の検討を進めます。

　◇県立学校の再編成事業　◇学校再編成関連施設備整備事業

○教育内容の変化に対応するため、老朽化した機器の更新や、技術

   革新に対応するための機器や施設の整備を進めます。

   ◇産業教育設備整備事業

〔進路指導の充実〕

○児童生徒の適切な勤労観、職業観を育てるため教育課程の見直し、

　 職場見学、就業体験や専門高校への体験入学などを行います。ま

    た、就職を希望する生徒が、一人ひとりに適した就職ができるよ

　 うに進路指導代替講師配置などにより指導の充実を図ります。

   ◇就職指導の充実事業         ◇専門高校の充実事業

〔教員の指導力を高める研修の充実〕

○教職員の指導力の向上を図るため、個々の教員の経験や課題に応

　じて初任者研修、３年目研修、６年目研修、１１年目研修を実施

　します。

　◇初任者研修・教職経験者研修

○教科等の専門研修や大学院等への派遣研修を行います。

   ◇専門的知識修得事業　　◇長期研修

事　業　名 概 　　　要

　　　〔担当課〕高校教育課

〔多様な体験活動の推進〕

○児童生徒に豊かな人間性や社会性を身に付けさせるため、各分野

   において優れた知識や技術または豊かな経験を有する地域の方を

   指導者として学校へ招くほか、ボランティア活動や地域社会との

　交流事業など様々な体験活動を推進します。

◇未来を拓く県立学校づくり事業

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　◎　　 ○　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　◎　　 ○　　－　　－
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◇私立学校・学校法人の支援
   事業

○独自の建学の精神に基づき、時代の要請に応えた特色ある教育を

   展開する私立学校に対し、教育条件の維持向上に係る経費等への

   支援を行います。

   ◇教育条件の維持向上事業

　　　〔担当課〕総務部総務課

◇すべての子どもたちの学びを支え
　る取組の推進事業

〔特別な支援が必要な子どもたちに対するきめ細かな教育の充実〕

○ＬＤ（学習障害）ＡＤＨＤ（注意欠陥、多動性障害）等の軽度発

   達障害を含め、障害のある児童生徒一人ひとりの教育的ニーズに

   応じて適切な支援が行えるようコーディネーターの養成など相談

   ・支援体制の整備を進めます。

   ◇学習障害児等への指導体制整備事業

   ◇特別な支援のための非常勤講師配置事業

○障害のある児童生徒が、適正な教育を受け、社会的・職業的自立

   ができるよう職場実習の実施や相談・指導体制を充実します。

　◇特殊教育諸学校進路開拓推進事業

○特殊教育諸学校の老朽化施設の整備やゆとりや潤いのある環境を

   整備します。

　◇特殊教育諸学校校舎等整備事業

〔不登校児童生徒への取組〕

○不登校児童生徒に、ニーズに応じた適正な教育的支援が行われる

   よう、教育支援センター（適応指導教室）や民間施設等への支援

　を行います。

　◇不登校対策推進事業

○生徒一人ひとりに対するきめ細かな支援体制を構築するために、

　大規模中学校の中から研究推進校を指定し、その中学校第１学年

　に２学級あたり１名の非常勤講師を配置します。

　◇中学校クラスサポート事業

〔経済的負担の軽減〕

○経済的理由により就学（就園）が困難な児童生徒（園児）に対し､

   県立学校の授業料の減免、就学奨励資金の貸与などにより、経済

   的負担を軽減し、就学(就園)を促進します。

　◇高等学校等奨学事業　　◇就園・就学奨励事業

〔現在の課題を考える教育の推進〕

○外国人指導助手の招致などによる国際理解教育や情報ネットワー

　クを活用した情報教育、総合的な学習時間における環境及び福祉

　教育などを推進します。

　◇多様な教育活動推進事業

○老朽化により危険性の増大している校舎等の改築により安全性を

   高めるほか、耐久性を高めるため屋根、外壁の総合的リフレッシ

　ュを行います。また、教育環境の改善のため、校舎や運動場など

   の施設整備を図ります。

　◇高等学校校舎等整備事業　　　　◇校舎等大規模修繕事業

　◇屋外施設整備事業

　　　〔担当課〕教育施設課

事　業　名

　　　〔担当課〕高校教育課

　　　　　　　　義務教育課

　　　　　　　　教育施設課

◇安全で快適な学校生活のための施
   設整備事業

概　　　　要

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　◎　　 －　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　◎　　 ○　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　◎　　 －　　－　　○

【実施主体】
　県　市町村　民間　県民　国等
　◎　　－　　 ◎　　－　　－


